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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配線金属板と、
　第１部分と、第２部分と、前記第１部分と隣接した外部端子接続部と、前記第１部分と
前記第２部分の間に前記第１部分と前記第２部分よりも幅が狭くなるように形成された狭
幅部とを有する第１主電極端子と、
　第２主電極端子と、
　表面電極と裏面電極を有し、前記裏面電極が前記配線金属板に固着された複数のパワー
半導体素子と、
　前記第２部分と前記表面電極を接続する第１ワイヤと、
　前記第２主電極端子と前記配線金属板を接続する第２ワイヤとを備え、
　前記外部端子接続部は前記第１主電極端子の中央を避けて形成され、
　前記狭幅部から前記複数のパワー半導体素子までの電流経路長は均等であることを特徴
とする半導体装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パワー半導体素子が複数搭載された半導体装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
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　図９を参照してパワー半導体素子を用いた一般的な半導体装置について説明する。図９
は２並列回路の半導体装置の平面図である。絶縁材１６の上に配線金属板１００が設けら
れる。絶縁材１６の下部には放熱用の金属部材等が配置されている。配線金属板１００に
はパワー半導体素子が固着されている。パワー半導体素子はＩＧＢＴと還流ダイオードで
ある。具体的にはＩＧＢＴ２０とこれに並列に接続される還流ダイオード２２、及びＩＧ
ＢＴ２４とこれに並列に接続される還流ダイオード２６である。なお、ＩＧＢＴの表面電
極とはエミッタを、裏面電極とはコレクタを意味し、ＩＧＢＴのゲートとはゲート電極を
意味するものとする。また、還流ダイオードの表面電極とはアノードを、裏面電極とはカ
ソードを意味するものとする。
【０００３】
　この半導体装置は、Ｐ側主電極端子３０、Ｎ側主電極端子３２とゲート電極端子（図示
せず）を備える。これらの電極端子は、ワイヤ４０ａ、４０ｂ、４２ａ及び４２ｂにより
パワー半導体素子または配線金属板１００に接続されている。そしてこのような構成は、
樹脂ケース（ケース内充填樹脂を含む）４４によりパッケージングされている。しかし、
上述の各電極端子の一部及び金属部材の裏面は樹脂ケース４４から露出する。
【０００４】
　ＩＧＢＴ２０及び２４と還流ダイオード２２及び２６の裏面電極は配線金属板１００へ
固着される。これによってそれぞれの裏面電極同士が電気的に接続される。そして配線金
属板１００はワイヤ４０ａ及び４０ｂによりＰ側主電極端子３０へ接続される。その一方
で、ＩＧＢＴ２０と還流ダイオード２２はワイヤ４２ａで接続され、ＩＧＢＴ２４と還流
ダイオード２６はワイヤ４２ｂで接続される。
【０００５】
　さらに、ワイヤ４２ａ及び４２ｂは表面電極とＮ側主電極端子３２を接続する。このよ
うに接続されてＩＧＢＴ２０及び２４と還流ダイオード２２及び２６がそれぞれ並列回路
を構成し２並列回路の半導体装置となっている。
【０００６】
　その他半導体装置の構成は例えば特許文献１、２に記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平０８－１９１１３０号公報
【特許文献２】特開平０５－３４７３７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　図９に記載の半導体装置の電流経路は２通り考えられる。一方は、Ｐ側主電極端子３０
から、ＩＧＢＴ２０と還流ダイオード２２からなる回路（第１回路という）を経てＮ側主
電極端子３２へ至る電流経路である。この電流経路は図９において実線及び破線の矢印で
示される第１電流経路１０２である。他方の電流経路はＰ側主電極端子３０から、ＩＧＢ
Ｔ２４と還流ダイオード２６からなる回路（第２回路という）を経てＮ側主電極端子３２
へ至る電流経路である。この電流経路は図９において実線及び破線の矢印で示される第２
電流経路１０４である。
【０００９】
　半導体装置の長寿命化のためには、第１回路に流れる電流と第２回路に流れる電流が均
等であることが好ましい。よって、第１電流経路１０２と第２電流経路１０４は電流経路
長が均等になることが好ましい。しかしながら図９に示されるように、第１電流経路１０
２と第２電流経路１０４の長さが異なると両者の電流が不均等となる問題があった。この
電流不均等は、第１電流経路１０２にて発生する損失と第２電流経路１０４にて発生する
損失の不均等を意味する。よって、相対的に損失の大きいパワー半導体デバイス（図９で
はＩＧＢＴ２０と還流ダイオード２２）の寿命が低下し、結果として半導体装置の長寿命
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化ができない問題があった。
【００１０】
　また、半導体装置全体の省スペース化の要求から設計自由度が制限され、具体的には主
電極端子における外部端子接続部の位置を市場要求に合わせて設計する必要があることか
ら、複数の電流経路の長さを均等にすることは現実的には困難である問題もあった。
【００１１】
　本発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、半導体装置全体の省ス
ペース化の要求を満たし、かつ電流経路の長さの不均等による半導体装置の寿命低下を回
避できる半導体装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係る半導体装置は、配線金属板と、第１部分と、第２部分と、該第１部分と隣
接した外部端子接続部と、該第１部分と該第２部分の間に該第１部分と該第２部分よりも
幅が狭くなるように形成された狭幅部とを有する第１主電極端子と、第２主電極端子と、
表面電極と裏面電極を有し、該裏面電極が該配線金属板に固着された複数のパワー半導体
素子と、該第２部分と該表面電極を接続する第１ワイヤと、該第２主電極端子と該配線金
属板を接続する第２ワイヤとを備え、該外部端子接続部は該第１主電極端子の中央を避け
て形成され、該狭幅部から該複数のパワー半導体素子までの電流経路長は均等であること
を特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、半導体装置全体の省スペース化の要求を満たし、かつ電流経路の長さ
の不均等による半導体装置の寿命低下を回避する半導体装置を製造できる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の断面図である。
【図２】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の平面図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の電流経路を示す平面図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の等価回路図である。
【図５】本発明の実施の形態１に係る半導体装置の変形例を示す回路図である。
【図６】本発明の実施の形態２に係る半導体装置の平面図である。
【図７】本発明の実施の形態２に係る半導体装置の電流経路を示す平面図である。
【図８】パッケージとしてモールド樹脂を採用した場合の断面図である。
【図９】２並列回路の半導体装置の平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
実施の形態１．
　図１乃至図５を参照して本発明の実施の形態１を説明する。なお、同一又は対応する構
成要素には同一の符号を付して複数回の説明を省略する場合がある。他の実施形態でも同
様である。
【００１６】
　図１は本発明の実施の形態１に係る半導体装置の断面図である。半導体装置１０は放熱
用の銅などで製造されたベース板１２を備える。ベース板１２の上には絶縁配線基板が固
着される。絶縁配線基板は、セラミック等の絶縁材１６の上に配線金属板として銅やアル
ミなどの導電材からなる配線パターン１８を備え、絶縁材１６の下に導電材のベタパター
ン１４を備える。ベタパターン１４とベース板１２とがはんだなどを介して接合される。
配線パターン１８にはＩＧＢＴ２０の裏面電極と還流ダイオード２２の裏面電極が固着さ
れる。なお、ＩＧＢＴや還流ダイオードをパワー半導体素子と称することがある。
【００１７】
　ここで、図２を参照して配線パターン１８の形状とパワー半導体素子の電気的接続につ
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いて説明する。図２は本発明の実施の形態１に係る半導体装置の平面図である。パワー半
導体素子として、ＩＧＢＴ２０とこれに並列に接続される還流ダイオード２２（第１並列
回路Ｃ１という）、ＩＧＢＴ２４とこれに並列に接続される還流ダイオード２６（第２並
列回路Ｃ２という）を備える。ＩＧＢＴ２０、還流ダイオード２２、ＩＧＢＴ２４、及び
還流ダイオード２６の裏面電極（コレクタまたはドレイン、及びカソード）ははんだ等に
より配線パターン１８へ固着される。これによってそれぞれの裏面電極同士が配線パター
ン１８を介して電気的に接続される。
【００１８】
　そして配線パターン１８はワイヤ４０ａ及び４０ｂによりＰ側主電極端子３０へ接続さ
れる。Ｐ側主電極端子３０は外部に接続される外部端子接続部３４を備える。外部端子接
続部３４はＰ側主電極端子３０の中央を避けた場所に形成されている。ＩＧＢＴ２０と還
流ダイオード２２の表面電極（エミッタまたはソース、及びアノード）はワイヤ４２ａに
より相互に接続されかつＮ側主電極端子３２に接続される。Ｎ側主電極端子３２は外部に
接続される外部端子接続部３６を備える。同様にＩＧＢＴ２４と還流ダイオード２６の表
面電極（エミッタまたはソース、及びアノード）はワイヤ４２ｂにより相互に接続されか
つＮ側主電極端子３２に接続されている。
【００１９】
　配線パターン１８は、配線パターン１８がＰ側主電極端子３０とワイヤボンディングに
より接続される部分と、パワー半導体素子との間に、幅が狭くなるように形成された狭幅
部１８ａを有する。狭幅部１８ａは図２において破線で囲まれた部分である。狭幅部１８
ａは、配線パターン１８のスリット１８ｂにより形成されるものである。配線パターン１
８のうち、Ｐ側主電極端子３０とワイヤボンディングされる部分を第１部分１８ｃと称す
る。また、配線パターン１８のうち、パワー半導体素子が固着される部分を第２部分１８
ｄと称する。狭幅部１８ａは第１部分１８ｃと第２部分１８ｄよりも幅が狭くなるように
形成されている。また、狭幅部１８ａは第１部分１８ｃと第２部分１８ｄの間に配置され
ている。狭幅部１８ａは、狭幅部１８ａから第１並列回路Ｃ１のパワー半導体素子への電
流経路長と、狭幅部１８ａから第２並列回路Ｃ２のパワー半導体素子への電流経路長とが
等しくなるように形成される。
【００２０】
　次に、図１に戻って、半導体装置１０の外部との接続について説明する。半導体装置１
０はパワー半導体素子の外部との接続のためにＰ側主電極端子３０、Ｎ側主電極端子３２
とゲート電極端子（図示なし）とを備える。半導体装置１０は、樹脂ケース４４で囲繞さ
れ、樹脂ケース４４内には樹脂４６が充填される。しかし、外部との接続のために上述の
電極端子は封止部材である樹脂ケース４４及び樹脂４６から露出する。また、ベース板１
２の裏面も樹脂ケース４４及び樹脂４６から露出する。
【００２１】
　なお、図２では、半導体装置１０の内部の構造を可視化するために樹脂ケース４４及び
樹脂４６は外形のみ表示している。後述の平面図も同様である。半導体装置１０は上述の
構成を有する。図４は本発明の実施の形態１に係る半導体装置の等価回路図である。
【００２２】
　図３を参照して、半導体装置１０の電流経路について検討する。図３は本発明の実施の
形態１に係る半導体装置の電流経路を示す平面図である。半導体装置１０の電流経路は２
通りである。第１電流経路はＰ側主電極端子３０から狭幅部１８ａ、第１並列回路Ｃ１を
経由してＮ側主電極端子３２へ至る電流経路である。この電流経路は図３において実線及
び破線の矢印で示される第１電流経路５０である。第２電流経路はＰ側主電極端子３０か
ら狭幅部１８ａ、第２並列回路Ｃ２を経由してＮ側主電極端子３２へ至る電流経路である
。この電流経路は図３において実線及び破線の矢印で示される第２電流経路５２である。
【００２３】
　第１電流経路５０も第２電流経路５２もいったん狭幅部１８ａを経由する点で一致する
。前述のとおり狭幅部１８ａから第１並列回路Ｃ１のパワー半導体素子への電流経路長は
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、狭幅部１８ａから第２並列回路Ｃ２のパワー半導体素子への電流経路長と等しいため、
第１並列回路Ｃ１における損失と第２並列回路Ｃ２における損失は等しい。よって第１電
流経路５０にて発生する損失と第２電流経路５２にて発生する損失を均等にできる。その
結果、半導体装置を長寿命化できる。
【００２４】
　ここで、本発明の実施の形態１に係る半導体装置の長寿命化は、複数の電流経路長を均
等にすることを要しない。すなわち、図３の第１電流経路５０全体と第２電流経路５２全
体の経路長が相違していても長寿命化の効果を得ることができる。これは、配線パターン
１８の狭幅部１８ａにいったん電流を集中させることで損失不均一の問題を解消するため
に得られる効果である。よって、外部端子接続部３４はＰ側主電極端子３０の中央に配置
する必要がなくなり、省スペース化の要請を満たすためにＰ側主電極端子３０の形状を任
意に変形できる。よって省スペース化と長寿命化を両立できる。
【００２５】
　本実施形態の半導体装置では、電流をいったん第１部分１８ｃと第２部分１８ｄの間に
配置された狭幅部１８ａに集約させる。そして、当該狭幅部１８ａから等電気経路長とな
る場所に配置された第１並列回路Ｃ１と第２並列回路Ｃ２へ電流を分流する。言い換えれ
ば、本発明は電流経路ごとの回路インピーダンスの不平衡を緩和し電流や損失の不均等を
是正するものである。従ってこの特徴を失わない範囲で様々な変形が可能である。
【００２６】
　図５は本発明の実施の形態１に係る半導体装置の変形例を示す回路図である。例えば、
図５の回路構成のように上アーム２００、下アーム２０２を有する構成などにも本発明が
適用可能である。
【００２７】
　例えば、パワー半導体素子はＩＧＢＴ、還流ダイオードに代えてＭＯＳＦＥＴなどその
他のパワー半導体素子であっても良い。
【００２８】
実施の形態２．
　図６乃至図８を参照して本発明の実施の形態２を説明する。図６は本発明の実施の形態
２に係る半導体装置の平面図である。半導体装置６０はＰ側主電極端子に狭幅部を備える
ことが特徴である。半導体装置６０は２つの並列回路を備え、本発明の実施の形態１に係
る半導体装置１０の構成と類似点が多いので半導体装置１０との相違点のみ説明する。
【００２９】
　Ｐ側主電極端子６２には、狭幅部６２ａが形成されている。狭幅部６２ａはスリット６
２ｂにより形成される。Ｐ側主電極端子６２のうち外部と接続される部分を第１部分６２
ｃと称し、Ｐ側主電極端子６２のうちワイヤ４０ａ及び４０ｂと接続される部分を第２部
分６２ｄと称する。狭幅部６２ａは第１部分６２ｃと第２部分６２ｄよりも幅が狭くなる
ように形成されている。また、狭幅部６２ａは第１部分６２ｃと第２部分６２ｄの間に配
置されている。狭幅部６２ａから第１並列回路Ｃ１のパワー半導体素子までの電気経路長
は、狭幅部６２ａから第２並列回路Ｃ２のパワー半導体素子までの電気経路長と等しい。
なお、これらの電流経路の全体について電気経路長が等しい必要はない。
【００３０】
　半導体装置６０の配線パターン６４は矩形である。狭幅部６２ａは、Ｐ側主電極端子６
２が配線パターン６４とワイヤボンディング接続される場所よりもパワー半導体素子と離
間する位置に形成される。すなわち、パワー半導体素子とＰ側主電極端子６２の電流経路
の間には狭幅部６２ａが存在する。図７は本発明の実施の形態２に係る半導体装置６０の
電流経路を示す平面図である。半導体装置６０の電流経路は、第１電流経路６６と第２電
流経路６８の２つであり、両者ともいったん狭幅部６２ａを経由する。よって、第１並列
回路Ｃ１と第２並列回路Ｃ２の損失の不均衡を解消できるため本発明の実施の形態１に係
る半導体装置１０と同様の効果を得ることができる。
【００３１】



(6) JP 5429413 B2 2014.2.26

10

20

　半導体装置６０では、Ｐ側主電極端子６２に狭幅部６２ａを設けたが、Ｎ側主電極端子
３２に狭幅部を設けても良い。そうすると、省スペース化の要請上、Ｎ側主電極端子３２
を変形する場合にも半導体装置の長寿命化ができる。
【００３２】
　ここまでの説明では、半導体装置のパッケージとして樹脂ケースを採用した例を示した
が、パッケージとしてモールド樹脂を採用しても良い。具体例として本発明の実施の形態
２の半導体装置６０のパッケージとしてモールド樹脂を採用した場合について図８の断面
図を参照して説明する。図８はパッケージとしてモールド樹脂を採用した場合の断面図で
ある。金属部材としてはベース板に替わって銅箔（薄板）８０が、絶縁材としては絶縁基
板に替わってエポキシ等の熱硬化の高熱伝導樹脂シート８２が、配線金属板として配線パ
ターン６４に替わって銅などからなり配線としてだけでなく放熱部材として機能するヒー
トシンク８４がそれぞれ用いられて構成される。そして、パワー半導体素子は、ヒートシ
ンク８４に固着され、各ワイヤも各主電極端子とパワー半導体素子の表面電極やヒートシ
ンクとの間に接続される。そのため、半導体装置の電気的接続についてはパッケージの違
いによる相違はない。そして、このような構成がトランスファーモールド技術を使って、
モールド樹脂８６によって覆われる。外部との接続のために電極端子が封止樹脂から露出
することや、銅箔の裏面が封止樹脂（ケース）から露出することも樹脂ケースの場合と違
いはない。
【００３３】
　本発明は２つの主電極端子間に複数の電流経路が存在する場合に広く応用できる。その
ため実施の形態１及び２における主電極端子は、Ｐ側主電極端子及びＮ側主電極端子に限
定されず、これらを第１主電極端子及び第２主電極端子と一般化できる。
【符号の説明】
【００３４】
　１０　半導体装置、　２０，２４　ＩＧＢＴ、　２２，２６　還流ダイオード、　１８
　配線パターン、　１８ａ　狭幅部、　３０　Ｐ側主電極端子、　３２　Ｎ側主電極端子
、　５０　第１電流経路、　５２　第２電流経路
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